
令和８年度受講生募集

地域農業を牽引し、スマート農業等の先進技術や障がい者等を含む多様な人
材の活用、雇用労働者を含む労働環境の改善等を行う、トップランナー・
スーパートップランナーとして必要なスキルを学ぶ場として、「やまがた農
業ビジネス塾」を開講します。

募 集 概 要

令和８年７月から令和９年３月まで（１０日程度）
※開講式と第１日目の講義を７月下旬に行う予定。

開催時期■

東北農林専門職大学及び県村山総合支庁等開催会場■

生産性・収益性の向上を目指すとともに、次のいずれかの目標に
向け取り組む若手農業者（農業法人等）
（①法人化、②労働環境の改善、③多様な人材の活用、④地域農業や地域社会に貢

献する農業の実現、⑤スマート農業技術の導入のいずれかに取り組むこと）

対 象 者■

１０名程度（申込多数の場合は、選考を行う場合があります）募集人数■

資料代:２０，０００円
現地研修・宿泊研修費等は実費負担

参加経費■

令和８年５月２９日（金）
（最寄りの農業技術普及課にお申込みください）

申込期限■

東北農林専門職大学 キャリアサポート・研修センター

〒 996-0052 山形県新庄市大字角沢1366
TEL.0233-22-8794  FAX.0233-23-7537

開講式 視察グループワーク

（令和7年度「やまがた農業ビジネス塾」の一コマ）



研 修 内 容研 修 項 目

・開講式・開講講演
「経営者としての心構えと経営戦略、

地域農業・地域社会に貢献する経営のあり方」
優良事例経営者

・第１回講義
事業環境の分析
事業の将来像の明確化
事業計画概要の作成

開 講 講 座

・リーダーシップ論
・地域農業・地域社会に貢献する経営のあり方
・ＧＡＰに関する講義・演習
・財務管理に関する講義・演習

経 営 管 理

・働き方改革
・多様な人材の活用
・労務管理及び就業規則
・社会保険に関する講義、演習

労 務 管 理

・商品開発・販路開拓
・WEB販売
・６次産業化の手順・手法
・商品の広告、ブランディング

マーケティング

・事業計画策定に関する講義・演習
・経営戦略（地域への貢献を含む）関する講義・演習
・個別指導による計画の策定・発表

事 業 計 画

・スマート農業概論
・最先端技術の事例研究
・ＩＣＴ管理ツールの活用法に関する講義・演習
・農業のデジタル化推進方策

スマート農業

・卒塾生による講義（技術の導入事例、事業計画の取組み状況等）
・先進事例を導入している農業法人等への現地視察
・テーマ別ゼミ（受講生の課題に対応した個別ゼミ）

その他

○ 上記研修の他に、事業計画策定に向けた専門家による助言（2回）と任意受講としてWEB聴講に
よる経営管理講座等を予定しております。

令和８年度やまがた農業ビジネス塾 研修内容

一部変更の場合があります



令和８年度 やまがた農業ビジネス塾 受講申込書 

申込日：令和  年  月  日  

法 人 名 
（法人経営の場合） 

 

電  話 
（法人・個人） 

   －    －     

携帯電話    －    －     

ふりがな 

氏  名 

                   
 
  

Ｆ Ａ Ｘ 
（法人・個人） 

   －    －     

生年月日 昭和・平成   年   月   日   歳 E-mail      ＠ 

法人事務所 

所 在 地 

〒    －       

 

現 住 所 
〒    －       

 

経営体制 
（該当に○） 

個人経営  ・  法人経営 法人化の時期：昭和・平成・令和   年から 

主要作物の 

経営概況 

(令和７年) 

作 目 名    経営全体 
（左欄３作目を含む） 

作付面積（ａ） 

飼育頭数（頭） 
    

売上金額 
 

万円 

 

万円 

 

万円

 

万円

所得金額    
 

    万円 

あなたの 

経営上の立場 
（該当欄に○） 

 代 表 者 

 役 員 等（代表者を除く） 

 将来、代表者や役員等への就任が予定されている従業員 

令和11年度末ま

でに取組む目標

と内容（注） 

目 標 具体的な取り組み内容 

  

塾に期待するこ

と、学びたいこと 

 

 

 

 

 

 

（注）次の５つの目標、①法人化、②労働環境の改善、③多様な人材の活用、④地域農業・社会への貢献、⑤先進技術の導入、

の中から１つ以上の目標の達成に取り組むこと 

※個人情報の取り扱いに関しては、山形県の規定に従い、安全に保護・管理することに努め、目的（受講者名簿の作成、受講

者への同名簿の配付、やまがた農業経営塾に関わる事務処理）以外に使用しません。 


